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〔13〕宅地造成及び特定盛土等規制法 
盛土等を行う土地の用途やその目的にかかわらず、危険な盛土等を全国一律の基準で包括的に

規制するため、宅地造成等規制法が改正され「宅地造成及び特定盛土等規制法」（以下「盛土規制

法」という。）が、令和 5年 5月 26 日に施行されました。名古屋市では令和 7 年 5月 19 日に市全

域を宅地造成等工事規制区域として指定し、盛土規制法の運用を開始しました。 
この規制区域内では一定規模以上の宅地造成、特定盛土等又は土石の堆積（以下「宅地造成等」

という。）を行う場合には市長の許可を受け、技術的基準に従い宅地造成等に伴う災害を防止する

ための措置が必要となります。 
 

①宅地造成等工事規制区域 

令和7年 5月 19日より市全域が宅地造成

等工事規制区域です。 
 

  なお、名古屋市には特定盛土等規制区域、

造成宅地防災区域はありません。 
    

   
 

 

 
 
 
 
 
 
 

②許可を要するもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

 

 

詳しくはこちらをご覧ください。 

 

 

＜新たに追加＞ 

 検 索 名古屋市 宅地造成工事 

  
「名古屋市:宅地造成及び特定盛土等規制法（盛土規制法）について（事業向け情報）」 

（https://www.city.nagoya.jp/jigyou/category/39-6-3-8-4-0-0-0-0-0.html） 

名古屋市 盛土規制法 

    ※盛土又は切土をする前後

の地盤面の標高の差が 30cm

を超える部分の面積  

＜新たに追加＞ 

盛土規制法での規制区域 
（宅地造成等工事規制区域） 
これまでの規制区域 

凡例 

※堆積する前後の地盤面の標高の差が30㎝を超える部分の面積 
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